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流通設備効率の向上に向けて
（コネクト＆マネージに関する取組について）

2022年1月12日
広域系統整備委員会事務局

第57回 広域系統整備委員会
資料１



2今回ご議論いただきたい内容

◼ 第56回広域系統整備委員会（2021年11月12日）でのN-1電制本格適用の費用負担見直しに
関するご議論を踏まえ、国の審議会※においてN-1電制本格適用の費用負担の審議が行われ、下記
の費用負担見直しが了承されている。

◼ 今回は、N-1電制本格適用の費用負担見直し決定を踏まえ、2022年度内のN-1電制本格適用の
開始を目指す上で、下記についてご審議頂きたい。

① 既に整理した事項に関する見直しの要否、見直す場合の見直しの方向性について

② その他、残されている課題、新たな課題の対応の方向性について

③ 本格適用の開始時期および移行期の扱いについて

✓ 初期費用に関しては、今後の系統整備が受益者となる発電事業者を特定せず社会的な便益が費用を上回る
場合に行われることを考慮すれば、この考え方に倣い、一般負担とする。

✓ オペレーション費用に関しては、今後ローカル系統でのノンファーム型接続や再給電方式の導入といった系統利
用ルールの変更を予定しており、発電事業者の新たな負担やN-1電制のオペレーション費用のみ独自の考えで
開始することに伴う制度設計への影響や、制度変更の都度、費用負担を見直す必要性がある点などを踏まえ、
当面は一般負担とする。なお、この一般負担の整理は過渡的な扱いであり、今後、混雑エリアの発電事業者の
費用負担の在り方について整理を行う中で検討を深めることとする。

一部は次回審議予定

※総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第37回）
（2021年11月30日） （以降、第37回大量導入小委）



3本日の議題

コネクト＆マネージに関する取組について

１．N-1電制本格適用の費用負担見直しに関する国の審議状況について

２．N-1電制本格適用開始に向けた課題整理

① 既に整理した事項に関する見直しの要否、
見直す場合の見直しの方向性について

② その他、残されている課題、新たな課題の対応の方向性について
③ 本格適用の開始時期および移行期の扱いについて

３．まとめ



4本日の議題

コネクト＆マネージに関する取組について

１．N-1電制本格適用の費用負担見直しに関する国の審議状況について

２．N-1電制本格適用開始に向けた課題整理

① 既に整理した事項に関する見直しの要否、
見直す場合の見直しの方向性について

② その他、残されている課題、新たな課題の対応の方向性について
③ 本格適用の開始時期および移行期の扱いについて

３．まとめ



5１．国の審議会での審議状況について

◼ 第56回広域系統整備委員会（2021年11月12日）でのN-1電制本格適用の費用負担見直しに
関するご議論を踏まえ、国の第37回大量導入小委においてN-1電制本格適用の費用負担の審議
が行われ、下記の費用負担見直しが了承されている。

✓ 初期費用に関しては、今後の系統整備が受益者となる発電事業者を特定せず社会的な便益が費用を上回る
場合に行われることを考慮すれば、この考え方に倣い、一般負担とする。

✓ オペレーション費用に関しては、今後ローカル系統でのノンファーム型接続や再給電方式の導入といった系統利
用ルールの変更を予定しており、発電事業者の新たな負担やN-1電制のオペレーション費用のみ独自の考えで
開始することに伴う制度設計への影響や、制度変更の都度、費用負担を見直す必要性がある点などを踏まえ、
当面は一般負担とする。なお、この一般負担の整理は過渡的な扱いであり、今後、混雑エリアの発電事業者の
費用負担の在り方について整理を行う中で検討を深めることとする。



6（参考）第3７回大量導入小委（2021年11月30日）資料抜粋

37

N-1電制の費用負担の在り方の論点

⚫ 電力広域機関の広域系統整備委員会において、N-1電制の本格適用に必要な費用及
び考え方の議論が行われている。（次スライド以降参照。）

⚫①初期費用に関しては、電力広域機関の提案のとおり、今後の系統整備が受益者となる
発電事業者を特定せず社会的な便益が費用を上回る場合に行われることを考慮すれば、
この考え方に倣い、一般負担*とすることとしてはどうか。

⚫②オペレーション費用に関しては、今後ローカル系統でのノンファーム型接続や再給電方式
の導入といった系統利用ルールの変更を予定しており、発電事業者の新たな負担やN-1
電制のオペレーション費用のみ独自の考えで開始することに伴う制度設計への影響や、
制度変更の都度、費用負担を見直す必要性がある点などを踏まえると、電力広域機関
の提案のとおり、当面は一般負担とすることとしてはどうか。なお、この一般負担の整理は
過渡的な扱いであり、今後、混雑エリアの発電事業者の費用負担の在り方について整理を
行う中で検討を深めることとする。

⚫ なお、仮にこれら費用を一般負担と整理した場合、レベニューキャップ制度において適切に
託送料金に計上される必要がある。当該制度における扱いについては、関連業務を担当す
る電力・ガス取引監視等委員会にて整理を行うこととしてはどうか。

* N-1電制を適用する系統・条件等については、関係機関において一定の規律を整理することとする。



7本日の議題
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8N-1電制の本格適用の整理事項

整理項目 整理内容 委員会

具
体
的
な
運
用
に
つ
い
て

電制対象電源
選定の考え方

✓原則全ての特高電源がN-1電制の対象であり、抑制効果や再起動時間
等を考慮の上、一送が合理的な対象を選定。

第34回

設備停止作業時
における取り扱い

✓「地域間連系線及び地内送電系統の利用ルール等に関する検討会」での
検討結果を踏まえ対応（現状、発電制約量売買方式に準じてプロラタ抑
制）。

第46回

先行適用電源
の取扱い

✓「N-1電制を前提として接続する新規電源」として先行適用された事業者
は、本格適用後、本格適用のルール（オペレーションや費用精算等）が適
用される。

第33回

費
用
負
担
に
つ
い
て

電制装置設置費用
の負担の考え方

費用負担の在り方

費用精算に関する
基本事項(項目、単価等)

✓「代替電源調達費用※」および「再起動費用※」を精算項目とする。
✓精算には、予め設定された標準的な発電単価・再起動費用※を用いる。

※第三者が、予め設定した項目によらないことが妥当と判断した場合は、標準外の精

算を行うことがある

第47回

費用精算の流れ
✓費用精算の主体である一送が、発電量調整供給契約における契約関係

にある発電契約者と精算する。
第48回

標準値の設定
✓電源間での精算となるため、中立性、透明性、合理性、情報の秘匿性な

どの観点から広域機関が標準値を設定。
第52回

見直し済み

✓混雑前提系統におけるN-1電制の目的（運用容量を拡大することにより、混雑系統

の混雑緩和をはかる）を踏まえ、下記のとおり見直し。
• N-1電制に必要となる初期費用（電制装置設置にかかる費用）は、平常時での混雑管理を行

う系統での系統整備の負担の考えに基づき一般負担とする
• N-1電制に伴うオペレーション費用（電制された電源側に発生する代替電源調達費用等）は、

今後の混雑管理の検討の中で具体的に整理していくとして、当面は一般負担とする

第37回

大量導

入小委

今回ご審議

次回ご審議予定



9N-1電制の本格適用の整理事項

整理項目 整理内容 委員会

具
体
的
な
運
用
に
つ
い
て

電制対象電源
選定の考え方

✓原則全ての特高電源がN-1電制の対象であり、抑制効果や再起動時間
等を考慮の上、一送が合理的な対象を選定。

第34回

設備停止作業時
における取り扱い

✓「地域間連系線及び地内送電系統の利用ルール等に関する検討会」での
検討結果を踏まえ対応（現状、発電制約量売買方式に準じてプロラタ抑
制）。

第46回

先行適用電源
の取扱い

✓「N-1電制を前提として接続する新規電源」として先行適用された事業者
は、本格適用後、本格適用のルール（オペレーションや費用精算等）が適
用される。

第33回

費
用
負
担
に
つ
い
て

電制装置設置費用
の負担の考え方

費用負担の在り方

費用精算に関する
基本事項(項目、単価等)

✓「代替電源調達費用※」および「再起動費用※」を精算項目とする。
✓精算には、予め設定された標準的な発電単価・再起動費用※を用いる。

※第三者が、予め設定した項目によらないことが妥当と判断した場合は、標準外の精

算を行うことがある

第47回

費用精算の流れ
✓費用精算の主体である一送が、発電量調整供給契約における契約関係

にある発電契約者と精算する。
第48回

標準値の設定
✓電源間での精算となるため、中立性、透明性、合理性、情報の秘匿性な

どの観点から広域機関が標準値を設定。
第52回

見直し済み

第37回

大量導

入小委

✓混雑前提系統におけるN-1電制の目的（運用容量を拡大することにより、混雑系統

の混雑緩和をはかる）を踏まえ、下記のとおり見直し。
• N-1電制に必要となる初期費用（電制装置設置にかかる費用）は、平常時での混雑管理を行

う系統での系統整備の負担の考えに基づき一般負担とする
• N-1電制に伴うオペレーション費用（電制された電源側に発生する代替電源調達費用等）は、

今後の混雑管理の検討の中で具体的に整理していくとして、当面は一般負担とする



10（参考）第47回広域系統整備委員会（2020年5月25日）資料抜粋



11（参考）第47回広域系統整備委員会（2020年5月25日）資料抜粋



12２－１．費用精算に関する基本事項（項目）

事務局案：見直し不要

◼ 今回、オペレーション費用に対する費用負担者が新規接続電源から、当面一般負担となったものである
が、これにより、「客観的な評価ができない事項や電制を起因としたか不明な事項は精算に加えるべき
ではない」との当時の委員会で得られた結論が変わるものではないと考える。



13N-1電制の本格適用の整理事項

整理項目 整理内容 委員会

具
体
的
な
運
用
に
つ
い
て

電制対象電源
選定の考え方

✓原則全ての特高電源がN-1電制の対象であり、抑制効果や再起動時間
等を考慮の上、一送が合理的な対象を選定。

第34回

設備停止作業時
における取り扱い

✓「地域間連系線及び地内送電系統の利用ルール等に関する検討会」での
検討結果を踏まえ対応（現状、発電制約量売買方式に準じてプロラタ抑
制）。

第46回

先行適用電源
の取扱い

✓「N-1電制を前提として接続する新規電源」として先行適用された事業者
は、本格適用後、本格適用のルール（オペレーションや費用精算等）が適
用される。

第33回

費
用
負
担
に
つ
い
て

電制装置設置費用
の負担の考え方

費用負担の在り方

費用精算に関する
基本事項(項目、単価等)

✓「代替電源調達費用※」および「再起動費用※」を精算項目とする。
✓精算には、予め設定された標準的な発電単価・再起動費用※を用いる。

※第三者が、予め設定した項目によらないことが妥当と判断した場合は、標準外の精

算を行うことがある

第47回

費用精算の流れ
✓費用精算の主体である一送が、発電量調整供給契約における契約関係

にある発電契約者と精算する。
第48回

標準値の設定
✓電源間での精算となるため、中立性、透明性、合理性、情報の秘匿性な

どの観点から広域機関が標準値を設定。
第52回

見直し済み

第37回

大量導

入小委

✓混雑前提系統におけるN-1電制の目的（運用容量を拡大することにより、混雑系統

の混雑緩和をはかる）を踏まえ、下記のとおり見直し。
• N-1電制に必要となる初期費用（電制装置設置にかかる費用）は、平常時での混雑管理を行

う系統での系統整備の負担の考えに基づき一般負担とする
• N-1電制に伴うオペレーション費用（電制された電源側に発生する代替電源調達費用等）は、

今後の混雑管理の検討の中で具体的に整理していくとして、当面は一般負担とする



14（参考）第48回広域系統整備委員会（2020年6月26日）資料抜粋



15（参考）第48回広域系統整備委員会（2020年6月26日）資料抜粋



16２－２．費用精算の流れ

事務局案：見直し不要

◼ 一般負担となったこともあり、費用精算の主体は引き続き一般送配電事業者が合理的である。

◼ また、費用負担が変わった場合でも、請求者側の請求内容は変わらないことから、引き続き費用精算の
相手は発電契約者とすることが合理的（ただし、当面一般負担となったため、基本的に支払いに関す
る精算業務のみ）

（今後のオペレーション費用の負担の在り方
の検討を踏まえ、別途検討する）



17N-1電制の本格適用の整理事項

整理項目 整理内容 委員会

具
体
的
な
運
用
に
つ
い
て

電制対象電源
選定の考え方

✓原則全ての特高電源がN-1電制の対象であり、抑制効果や再起動時間
等を考慮の上、一送が合理的な対象を選定。

第34回

設備停止作業時
における取り扱い

✓「地域間連系線及び地内送電系統の利用ルール等に関する検討会」での
検討結果を踏まえ対応（現状、発電制約量売買方式に準じてプロラタ抑
制）。

第46回

先行適用電源
の取扱い

✓「N-1電制を前提として接続する新規電源」として先行適用された事業者
は、本格適用後、本格適用のルール（オペレーションや費用精算等）が適
用される。

第33回

費
用
負
担
に
つ
い
て

電制装置設置費用
の負担の考え方

費用負担の在り方

費用精算に関する
基本事項(項目、単価等)

✓「代替電源調達費用※」および「再起動費用※」を精算項目とする。
✓精算には、予め設定された標準的な発電単価・再起動費用※を用いる。

※第三者が、予め設定した項目によらないことが妥当と判断した場合は、標準外の精

算を行うことがある

第47回

費用精算の流れ
✓費用精算の主体である一送が、発電量調整供給契約における契約関係

にある発電契約者と精算する。
第48回

標準値の設定
✓電源間での精算となるため、中立性、透明性、合理性、情報の秘匿性な

どの観点から広域機関が標準値を設定。
第52回

見直し済み

第37回

大量導

入小委

✓混雑前提系統におけるN-1電制の目的（運用容量を拡大することにより、混雑系統

の混雑緩和をはかる）を踏まえ、下記のとおり見直し。
• N-1電制に必要となる初期費用（電制装置設置にかかる費用）は、平常時での混雑管理を行

う系統での系統整備の負担の考えに基づき一般負担とする
• N-1電制に伴うオペレーション費用（電制された電源側に発生する代替電源調達費用等）は、

今後の混雑管理の検討の中で具体的に整理していくとして、当面は一般負担とする



18（参考）第52回広域系統整備委員会（2021年3月21日）資料抜粋



19（参考）第52回広域系統整備委員会（2021年3月21日）資料抜粋



20（参考）第52回広域系統整備委員会（2021年3月21日）資料抜粋



21（参考）第54回広域系統整備委員会（2021年6月29日）資料抜粋



22２－３．本格適用の見直しを踏まえた費用精算のあり方について

論点：本格適用の見直しを踏まえ、費用精算の扱いについてご議論いただきたい。

【論点① 標準値に基づく精算の必要性】

◼ これまでは発電者間の精算であることを踏まえ、情報の秘匿性や制度を利用して新規接続する電源の
支払いに対する予見性確保などの観点から、標準値に基づく精算を提案してきたもの。

◼ 今回、本格適用の見直しに伴い、これら発電事業者同士での情報の秘匿性へ特段の配慮が不要と
なったこと等を踏まえ、従来の標準値に基づく精算を見直すことでどうか。これにより、他制度（例：需
給調整市場）で用いる発電価格水準なども参考に精算精度の向上も期待できると考えられる。

標準値に基づく精算 標準値以外の精算（例：実績に基づく精算）

精算の
適正性

× 電制対象によっては標準値では過大（過小）な精算額
となる可能性がある。

〇 電制発生時、適正な額で精算できる可能性がある。

予見性
など

〇 精算額を事前に把握できるため、制度を利用して新規
接続する電源の支払いに対する予見性や納得性を高めら
れる。

△ 支払う側としては、電制する電源毎に必要費用が異なる
ため、必要な精算額を事前に把握できない点で予見性に
劣るものの、受け取り側としては、必要な費用を受領できる
予見性が高まる。

情報の
秘匿性

〇 支払う側と受け取る側との間で情報の秘匿性を確保でき
る。

△ 根拠資料に基づく詳細確認が必要であり、関係者間で
の情報開示が必要。

他制度
との整合

× その他制度（例：需給調整市場）で把握済みとの単
価と乖離を生じる可能性がある。

〇 その他制度（例：需給調整市場）で把握済みとの単
価を参考として、適正な価格で精算できる可能性が高まる。

評 価
発電事業者間の情報の秘匿性確保、また制度を利用して
新規接続する電源の予見性・納得性を高める場合に必要と
なる措置（従来）

関係者間の情報開示が必要となるものの、適正な精算を行
うことができる可能性がある（今回）



23２－３．本格適用の見直しを踏まえた費用精算のあり方について

論点：本格適用の見直しを踏まえ、費用精算の扱いについてご議論いただきたい。

【論点② 精算は事前に取り決めた額を支払うべきか、事後の実績払いか】

◼ 下表の比較から、事務コストを抑制可能であり、また、精度の高い精算額に基づく精算が可能と考えら
れる「電制後に実績に基づき精算額支払い」とすることでどうか。

◼ この電制時の実績については、電制対象電源が提示する根拠資料に基づき都度確認していくこととする。

事前に支払い精算額を取り決め 電制後に実績に基づき精算額支払い

精算の
精度

× 契約内容と実績の間で乖離が大きい場合でも事前の取
り決めに基づく支払いになるため、一送・電制対象電源とも
納得性が得られない可能性。

〇 電制発生都度の確認が必要となるが、実績に基づく支
払いとすることで、一送・電制対象電源とも納得が得られる
精算とできる可能性。

電制前
事務ｺｽﾄ

× 事前契約段階で、電制装置を設置する個々の電源と支
払い内容について詳細確認が必要であり、事務コストが大。

〇 電制発生後の実績に基づく詳細確認として、電制装置
設置段階での事務コストは小。

電制後
事務ｺｽﾄ

〇 一送・電制対象電源間で事前締結した契約等に基づき
精算額を支払うのみであり、事務コストは小。

△ 電制発生後に一送・電制対象電源間で詳細確認を行
う必要あり。ただし、実際に電制が発生した場合に限定す
ることで、事務コストを抑制。

その他

〇 不当に再起動時間を長引かせて精算を多く受け取ると
いった行為を抑制可能。

〇 精算がすみやかに行える分、電制対象電源は必要な費
用を早期に受け取れる可能性あり。

〇 不当に再起動時間を長引かせて精算を多く受け取ると
いった行為が不可能ではないものの、電制時の実績に関す
る根拠資料の提出により回避可能と考える。

× 電制の都度、実績を根拠資料に基づき確認する分、電
制対象電源に対する支払いが遅れる可能性あり。

評 価
電制装置設置段階で、電制対象電源全てと支払い内容に
ついて詳細確認が必要であり、事務コスト大。また、事前決
定した支払い内容が実績と乖離する懸念あり。

電制後に実績確認の手間はかかるものの、個々の電制につ
いて根拠資料に基づき丁寧な確認を行うことで、精度の高い
精算額での支払いが可能。



24２－３．本格適用の見直しを踏まえた費用精算のあり方について

論点：本格適用の見直しを踏まえ、費用精算の扱いについてご議論いただきたい。

【論点③ 請求費用の妥当性確認について】

◼ 以下の点を踏まえ、電制時の請求費用の妥当性確認は広域機関が担うことでどうか。

✓ 費用精算の標準値作成にあたり広く発電事業者へ燃料費等をアンケートした結果を有しており、全国
の請求実績等を蓄積していくことで、妥当性確認の精度向上が期待できる。

✓ アンケートだけでなく他制度等の類似の情報との連携が妥当性確認を行うため有効な方法となる。具
体的には、2024年度からの需給調整市場の商品拡大により、一般送配電事業者は、GC後の余力
活用などを運用していくなかで、発電事業者から発電価格の情報を集めることとなる。加えて、電力・ガ
ス取引監視等委員会は、スポット市場や需給調整市場等、市場において適正な取引を確保していく観
点から、発電価格のみならず、起動費なども含めた価格情報について合理的なものかどうか確認を行
うこととしている。

✓ 広域機関としては、こうした他制度等で入手した情報の活用に加え、一般送配電事業者や電力・ガス
取引監視等委員会など関係機関と連携することで、相当程度高い精度で請求費用の妥当性を確認
することが可能となる。

◼ 広域機関としては、本格適用のオペレーション費用精算の運用開始に向け、引き続き妥当性確認に必
要なデータや妥当性を確認する上での指標などを検討していく。（ただし、これらは機微情報にあたるた
め機関外秘とする）



25（参考）電制発生時の費用精算のイメージ

一般送配電事業者

広域機関

発電契約者

発電者
（電制された電源）

バランシンググループ

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

対応概要

① 再起動に要した費用を根拠資料と一緒に発電契約者へ提出※１

②
発電者から提示された再起動費用（根拠資料含む）と、発電者電
制により発電契約者に生じた代替電源調達費用（根拠資料含む）
を一送へ提出※１

③
発電契約者から提出のあった実績について、一送所有の実績との乖離
がないことを確認（再起動時間は一送の記録とあっているか、電制kW
は一送の記録と合致しているか 等）※２

④
一送から、一送所有の実績と整合を確認した「再起動費用」「代替電
源調達費用」（根拠資料を含む）を広域機関へ提出

⑤
一送から提出のあった「再起動費用」「代替電源調達費用」の妥当性
を確認（内容に疑義があれば一送や発電契約者等に確認する）※３

⑥ 広域機関から妥当性確認結果を連絡

⑦ 一送から「再起動費用」「代替電源調達費用」を支払い

⑧ 発電契約者から「再起動費用」を支払い

※１ 再起動費用の根拠資料は、必要に応じ、発電者と発電契約者との事前調整により、
発電契約者を経由せず、発電者から一送に直接提出することも可とする。

※２ 両者の実績に乖離があった場合は、一送～発電契約者～発電者間で確認・調整する。
※３ 妥当との判断にならない可能性がある場合、別途、電力・ガス取引監視等委員会等と

当該オペレーション費用の扱いを検討する。



26本日の議題

コネクト＆マネージに関する取組について

１．N-1電制本格適用の費用負担見直しに関する国の審議状況について

２．N-1電制本格適用開始に向けた課題整理

① 既に整理した事項に関する見直しの要否、
見直す場合の見直しの方向性について

② その他、残されている課題、新たな課題の対応の方向性について
③ 本格適用の開始時期および移行期の扱いについて

３．まとめ



27２－４．電制設置の適用義務について

◼ 過去、本委員会において、効率的設備形成の観点から、正当な理由がない限り、既設発電事業者・
新設発電事業者とも、電制装置の設置について応じる必要があることについては議論済み。 （次頁
参照）

◼ 今後、混雑前提の設備形成へ転換していく中、発電コストとネットワークコスト両者の低減をはかって
いく上でN-1電制が必要であることには変わりはなく、その実現に向けては、費用負担の在り方に関わら
ず、電制装置を適切に設置していく対応が必要。

◼ このことから、本格適用の開始に向けては、当機関の送配電等業務指針に、発電事業者は正当な理
由がない限り電制装置の設置について応じる必要があることを規定することとする。

◼ なお、電制の設置に関し紛争が発生した場合は、上記の指針に基づき、本機関としても発電事業者に
対する指導又は勧告などの措置について対応していく。



28（参考）第30回広域系統整備委員会（2018年2月14日）資料抜粋



29２－５．電制のシステム構成等について

◼ 電制の基本的なシステム構成は、2018年度の先行適用段階で下図のとおり整理済み。

◼ 今回の費用負担見直しにおいても上記は変わるものではないが、この中での一般負担の範囲について、
次頁のとおり整理することとする。（最終的にはN-1電制ガイドラインに明記する）



30２－５．電制のシステム構成等について

設 備 所有者
設置・更新
（負担）

運転・保守
（負担）

備 考

①過負荷
検出装置

一送 一送（一送） 一送（一送）

②通信装置
（送信側）

一送 一送（一送） 一送（一送）

③通信ﾙｰﾄ 一送 一送（一送） 一送（一送）

④通信装置
（受信側）

一送 一送（一送） 一送（一送）
施工にあたり発電事
業者との連携が必要

⑤制御装置 発電事業者
発電事業者
（一送※1）

発電事業者
（発電事業者※2）

既設発電設備の場合、
既設盤の改造となるこ
とが一般的

※1 発電事業者が制御装置を更新するタイミングにおいて、発電事業者からの事前の申し出（一送のレベ
ニューキャップ制度での申請に間に合うタイミングでの申し出を基本とする）に基づき、一送は電制設置の
必要性をあらためて評価し、引き続き設置が有効と判断した場合は、更新する制御装置の電制機能の
原価相当については初期費用に相当するものとして一送が負担することとする。

※2 設備トラブルにおけるN-1電制機能故障に関しては、事由に応じ機能回復に必要となる費用を設置・
更新費用相当として一送が負担することも含め、一送と発電事業者間で扱いを個別に協議することとす
る。



31２－６．レベニューキャップ制度下での電制適用の規律について

※ 総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第35回）
総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会再生可能エネルギー主力電源化制度改革小委員会（第13回）合同会議（2021年9月7日）
（以降、第35回大量導入小委）

◼ 2023年度からのレベニューキャップ制度の開始にあわせ、 N-1電制が主として適用されるローカル系統
に関する増強規律については、今後、費用便益評価に基づき実施すること、また、その際の諸元につい
ては、国の審議会※において整理済み。

◼ 今後、N-1電制については、運用容量拡大による混雑緩和を実現する手段の１つとして実施していく方
針であり、場合によっては増強工事と組合せてのN-1電制適用も検討していくことも踏まえると、レベ
ニューキャップ制度下でのN-1電制適用については、上記のローカル系統の増強規律に基づき実施
することが合理的。

◼ 具体的には、電制適用に必要となる工事費を増強コスト（C）として、電制適用に伴う運用容量拡大
により得られる燃料費低減効果・CO2対策費削減効果を便益（B)に、当該系統のポテンシャルを踏ま
えた費用便益評価（B/C）を行い、設備増強による対応を含め評価することで、合理的な対策を検
討することとする。

◼ なお、今後のプッシュ型の設備形成を踏まえると、空き容量がない・空き容量が少ない設備について、ま
ずはN-1電制適用による運用容量拡大の可能性を検討していくことが基本と考えられる。



32（参考）第35回大量導入小委（2021年9月7日）資料抜粋



33（参考）第35回大量導入小委（2021年9月7日）資料抜粋



34（参考）第35回大量導入小委（2021年9月7日）資料抜粋



35本日の議題

コネクト＆マネージに関する取組について

１．N-1電制本格適用の費用負担見直しに関する国の審議状況について

２．N-1電制本格適用開始に向けた課題整理

① 既に整理した事項に関する見直しの要否、
見直す場合の見直しの方向性について

② その他、残されている課題、新たな課題の対応の方向性について
③ 本格適用の開始時期および移行期の扱いについて

３．まとめ



36２－７．本格適用の開始時期について

◼ N-1電制本格適用を開始する上で必要な制度的措置は以下の３点と考えられる。

① 送配電等業務指針への電制設置の適用義務の規定（2022年6月予定）

② ①の変更を反映したN-1電制ガイドラインの変更（2022年6月予定）

③ 電制対象電源（発電契約者）へオペレーション費用の支払いを規定する託送供給等約款の改定
（2023年4月予定）

◼ ローカル系統において混雑前提系統への転換が図られる2022年度末以降に本格適用電源へのオペ
レーション費用の支払いが発生する可能性があること等を踏まえ、本格適用の開始については下記の扱
いとしたい。

✓ アクセス検討への本格適用の反映：2022年6月の指針・ガイドライン変更以降。具体的な反映
時期は②のガイドライン変更にあわせて周知する。（本格適用の運用はまだ開始していない状況だが、
電源開発のリードタイムを踏まえ、先行してアクセス検討へ反映していく）

✓ 本格適用電源へのオペレーション費用支払い（本格適用の運用開始）：2023年4月の託送供
給等約款改定以降。



37２－８．移行期間の扱いについて（アクセス検討）

◼ アクセス検討へのN-1電制本格適用の反映にあたっての移行措置は下記のとおりの扱いとする。

✓ 本格適用開始に向けた指針等の変更（2022年6月予定）までの暫定措置として、本格適用開始により対
策内容の縮小が見込めるアクセス検討申込に対しては、「2022年度内に開始を予定しているN-1電制本格適
用により、対策内容の縮小が見込める可能性が高いこと。詳細はN-1電制本格適用開始以降の契約手続き
に係る申込（または一括検討開始申込）の中で検討し回答する」ことを付記して回答することとする。

✓ なお、2022年度末にローカル系統は混雑前提の設備形成へ転換する予定であり、現時点では空き容量がない
系統への新規電源接続は設備増強による対策が基本となる。一方で、これら足元の対策についても本格適用に
より効率化が期待できるところ。このため、2022年6月のアクセス検討への本格適用の反映からレベニュー
キャップ制度が開始となる2023年度までの期間におけるアクセス検討においては、N-1電制本格適用を積極
的に検討を行い、下記の簡易評価に基づきN-1電制適用の判断を行っていくこととする。

N-1電制を適用した場合の対策工事費 ＜ N-1電制を適用しない場合の対策工事費 ⇒ N-1電制を適用

対象 扱 い

高 圧
本格適用開始時点において契約申込み前の申込に対
し、以降、本格適用を前提とした検討を行う（一括検
討も同じ）※

特別高圧
先行適用対象

上記と同じ
（先行適用により早期連系の便益を受けているため、先行適用
で確保済みの内容を維持しての本格適用への移行は認めない。
手続きが契約申込み以降まで進んでいる先行適用案件が本格
適用への変更を希望した場合は、確保済みの内容を取り下げた
上で接続検討申込からの再検討とする）

適用

※ 本格適用反映前の接続検討回答に基づく増強に関し一括検討申込があった場合、電源ポテンシャルや本格適用による運用容量拡大効果の見通し
などを踏まえ、一括検討の開始について判断することとする。



38２－８．移行期間の扱いについて（レベニューキャップ制度の増強計画）

◼ 2023年度のレベニューキャップ制度開始にあわせ、現在、各一般送配電事業者はプッシュ型の増強計
画を策定しているところ。これら増強計画に関しても、N-1電制を適用することで効率化が期待でき、こ
れは社会便益の拡大にも資すると考えられる。

◼ 一方で、このプッシュ型の増強計画へのN-1電制の適用に関しては送配電等業務指針変更後とするこ
とが原則となる。しかしながら、一般送配電事業者のレベニューキャップ制度での申請が2022年上期中
となっていることもあり、指針変更後に対応することでは、N-1電制をレベニューキャップ中で充分活かせな
い可能性がある。

◼ このため、各一般送配電事業者が現在検討中のプッシュ型の増強計画に関しては、送配電等業務
指針変更等を待たず、本委員会での内容承認をもって、N-1電制適用に向けた準備を進めることとし
たい。なお、この場合の電制適用に関しては、P３１で示したレベニューキャップ制度下でのローカル系統
の増強規律に基づき適用を判断していくこととする。
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40２－９．本格適用開始にあたっての留意事項対応について

◼ 前回の整備委員会において、オペレーションの費用負担を当面一般負担とすることに対し、発電事業者
が費用負担しないことが既得権益化しないよう留意が必要、とのご意見をいただいた。また、この場合
は契約上の扱いなどにおいて工夫が必要とのご意見もいただいたところ。

◼ 一方で、将来のオペレーション費用の負担の在り方は今後の検討事項とのご意見もいただいており、上
記の当面の措置が、将来の費用負担に予断を与えないようにする必要がある。

◼ この点、過去の先行適用開始時においては、接続検討回答書において「本格適用開始後においては、
本格適用のルールに従ってもらう」旨を記載してきたことを踏まえ、今回もこれに準じる形で、本格適用の
開始以降は、同様に接続検討回答書において、「将来、N-1電制適用に伴い必要となるオペレーショ
ン費用の負担が生じる可能性がある」ことを記載し、発電事業者に対し、将来の費用負担に一定の
可能性がある点をしっかり知らせていくこととする。

◼ また、本格適用の開始に向け別途変更予定のガイドラインにおいても、この点は明記し周知していくこと
とする。



41本日の議題

コネクト＆マネージに関する取組について

１．N-1電制本格適用の費用負担見直しに関する国の審議状況について

２．N-1電制本格適用開始に向けた課題整理

① 既に整理した事項に関する見直しの要否、
見直す場合の見直しの方向性について

② その他、残されている課題、新たな課題の対応の方向性について
③ 本格適用の開始時期および移行期の扱いについて

３．まとめ



42３．まとめ

◼ N-1電制本格適用に向けて、引き続き残された課題を整理していく。

◼ 並行して、本日のご議論を踏まえ、 N-1電制本格適用の2022年度の早期の開始を目指し、送配電
等業務指針の変更作業を進めるなど、必要となる諸手続きを進めていく。


